
様式１（共通情報）

入札参加資格審査申請書（建設工事）

海部津島水利事務所　様

令和８年度及び令和９年度に、貴改良区が発注する建設工事にかかる競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。

なお、申請者及び受任者が地方自治法施行令第167条の４第１項（同令167条の11第１項において準用する場合を含む。）に該当するものでないこと並びにこの申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

般

特

郵便番号 Ｅメールアドレス

代表者職氏名
（個人の場合は氏名のみ記入）

会社印及び

代表者印

連絡先
（代行者含む。） 部署名

担当者名

直通電話番号

私は、次の者を代理人と定め、下記のとおり権限を委任します。 委任期間 令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日まで

受任者 所在地 委任事項 １　入札及び見積に関する事項

２　契約の締結、変更及び解除に関する事項

商号又 ３　代金の請求及び受領に関する事項

は名称 ４　契約保証に関する事項 ※１～７のうち、委任されていない事項

５　その他契約締結に関する事項 について消して使用すること。

代表者 ６　共同企業体の結成に関する事項

職氏名 ７　前記各号に関する復代理人選任に関する事項

４　契約を締結する営業所 郵便番号 Ｅメールアドレス

所在地

商号又は名称

代表者職氏名
（個人の場合は氏名のみ記入）

令和　　年　　月　　日

電話番号

行政庁記入欄（受付番号）

ＦＡＸ番号

（氏名）（役職）

商号又は名称
のフリガナ

－

（役職） （氏名）

商号又は名称

所在地

知事・大臣コード

商号又は名称
のフリガナ

新規 登録実績有

－

号 申請内容第
〔　　　　　〕知事

国土交通大臣

会社印 代表者印
電話番号

ＦＡＸ番号

定時・随時　受付

２　申請者

１　申請時建設業許可番号

（建設業法上の主たる営業所）

３　契約を締結する営業所を本
店（本社）以外とする場合の委
任事項

委任行為の有無

有 無



様式２（共通情報）

５　資本金（法人のみ） ６　営業年数

７　建設業労働災害防止協会 ８　建設業退職金共済制度

（加入している場合のみ記入） （加入している場合のみ記入）

９　ＩＳＯ認証取得状況 ＩＳＯ9000s（ＩＳＯ9001、9002）

（取得している場合のみ記入）
ＩＳＯ14001

10　常勤職員数
（注）常勤職員のうち、①と②は専ら建設工事関係従事職員、③はそれ以外の

職員、常勤役員及び事業主も含む。

（内　訳）

11　有資格者技術職員数等

， ，
千円（申請時点の資本金）

〔加入：１　未加入：２〕 〔加入：１　未加入：２〕

会員番号

交付年月日

共済契約者番号

証明書番号

認証番号

〔認証済：１　未認証：２〕 認証番号

，

〔認証済：１　未認証：２〕

人②事務職員

合計（①＋②＋③）

人①技術職員 人③その他職員

12　監理技術者資格者証所持者数 業　　種

人
，

年

建設機械施工技士

土木施工管理技士

建築施工管理技士

１級

１級

１級

２級

２級

２級

２級

１級

２級

１級

２級

１級

その他の技術者

実人数

合計

２級

仕上げ

電気工事施工管理技士

管工事施工管理技士

造園工事施工管理技士

建築士

１級

躯体

建築

薬液注入

鋼構造物塗装

土木

検　定　種　目 級別・種別 人数

電気

舗装

鋼構造物

管

建築

土木

商号又は名称

人　　数

実人数

合計

その他

造園

技術士（技術士法による資格）



様式３（申請業種情報）

○申請営業所の許可業種及び資格審査希望業種

契約を締結する営業所が建設業の許可（建設業許可申請書別表で確認）を有しており、かつ経営事項審査の結果を得ている業種を全て記入してください。

『一般：１、特定：２』と記入する。

２　資格審査を希望する業種 ※上記の中から、資格審査を希望する業種を記入してください。

『一般：１、特定：２』と記入する。

○資格審査を希望する業種の平均完成工事高記入欄

商号又は名称

土 建 大 左 と 石 清消水具井園通絶機内防塗ガ板しゅ舗筋鋼タ管電屋

土 建 大 左 と タ 鋼 絶 通 園ガ 塗石 屋 板電 管 清消防 内筋 舗 しゅ 井 具 水

１　契約を締結する営業所の許可業種

機

業種 ｺｰﾄﾞ
許可
区分

平均完成工事高（千円）

しゅ

舗

筋

鋼

タ

管

電

屋

石

と

左

大

建

土 01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

20

22

総合評価値（Ｐ）

15

16

17

18

19

21

24

25

通

絶

28

27

ガ

板

業種

機

清

消

水

具

井

園

26

23

平均完成工事高（千円）ｺｰﾄﾞ
許可
区分

内

防

塗

総合評価値（Ｐ）



様式４（個別情報）

申請日のさかのぼって２年前から申請日現在までに国（公団を含む。）又は

地方公共団体から受けた指名（見積りを含む。）又は契約した実績がある場

合は「１」、無い場合は「２」をそれぞれ記入してください。

２　障害者雇用率達成状況 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）に基づく身体障害者又は知的障害者の雇用義務を達成し、同法

第43条第５項に規定する厚生労働大臣（管轄公共職業安定所）への報告をしている場合又は同法に基づく報告義務のない方で

身体障害者又は知的障害者を雇用している方は「１」、そうでない方は「２」を記入してください。

３　労働者災害補償保険の加入状況 労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）に基づく労災給付に加入している場合は「１」、未加入の場合は「２」を

記入してください。

　　以下３項目は該当ある場合のみご記入ください。

４　外資状況 ①外国籍会社 ③日本国籍会社 外資系企業（日本国籍会社を含む。）のみ、該当する会社区分番号のいずれかを○印で囲む

国名 国名 とともに、〔　〕内に外国名を、（比率　　％）内に該当国の資本比率を記入してください。

なお、「②日本国籍会社（比率100％）」とは、100％外国資本の会社を、「③日本国籍会社

（比率　　　　％） （比率　％）」とは一部外国資本の会社をそれぞれさします。

②日本国籍会社 国名

国名

（比率　　　　％）

（比率100％）

５　適格組合証明 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年法律第97号）第２条第１項第４号

に該当する組合については、中小企業庁（経済産業局及び沖縄総合事務局）が発行する官公需適格組

合証明書の取得年月日及び番号を記入してください。

６　グループ経審 平成６年建設省告示代1461号附則四の規定に基づき国土交通大臣が認定した企業集団に属する建設業

者に係る経営事項審査（グループ経審）の認定を受けている場合は、「企業集団及び企業集団につい

ての数値等認定書」の通知年月日、企業集団に属する企業の商号又は名称及び建設業の許可番号をそ

れぞれ記入してください。

企業集団に属する企業名

令和　　　年　　　月　　　日

許　可　番　号

令和　　　年　　　月　　　日 第　　　　　　　　　　　　号

認定通知年月日

〔　　　　　　　　　　　　　〕

〔　　　　　　　　　　　　　〕〔　　　　　　　　　　　　　〕

〔　　　　　　　　　　　　　〕

〔達成：１　未達成：２〕

〔加入：１　未加入：２〕

１　指名・契約実績（ＪＶ実績も含む。）
（契約）（指名） 〔有：１　無：２〕

商号又は名称


